
障害福祉制度について
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令和４年８月９日
千葉市中央区障害者基幹相談支援センター

所長 伊藤佳世子



本日の次第

1.千葉市の障害福祉について

2.障害福祉制度の考え方について

3.介護保険と障害福祉サービスの違いと適応関係
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1. 千葉市の障害福祉について
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千葉県千葉市中央区 令和4年4月1日現在
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中央区人口：21万1104人

障害者の数 手帳所持者 9656名
支給決定数 約1400名
うち50歳以上 約600名 中央区, 

211,104

花見川区, 

176,762

稲毛区,

１５７,８０４

若葉区, 

148,034

緑 区, 

130,077

美浜区, 

152.266

中央区 花見川区 稲毛区

若葉区 緑 区

千葉市総数 976,925人

美浜区



千葉市中央区基幹相談支援センターについて
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受託法人 社会福祉法人りべるたす

職員体制： 常勤ソーシャルワーカー ６名

非常勤ソーシャルワーカー 4名

常勤ピアサポーター １名

常勤事務員 １名

有資格者： 精神保健福祉士 ２名 保育士 1名

社会福祉士 ８名 公認心理士 １名 看護師 1名

【住所】 〒260-085５ 千葉市中央区市場町２－１５渡辺ビル１０１号室

JR本千葉駅徒歩6分、モノレール県庁前駅徒歩５分

【電話】 ０４３－４４５－７７３３ 【ファクス】 ０４３－４４５－７７８５

【Mail】 chuo-kikan@cckikan.or.jp

【開所日】 月曜日から土曜日 9時～17時（祝日・日を除く）

※ 緊急の場合は24時間、電話対応いたします

千葉市から運営を委託された障害者等の総合相談支援機関です。

mailto:chou-kikan@cckikan.or.jp


千葉市障害者基幹相談支援センター
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（１）一般的・総合的・専門的な相談支援
ワントストップの相談窓口として、様々な障害の種別や各種のニーズに対応できる
相談支援を実施します。
（２）地域の相談支援体制の強化の取組
個別のケース対応について所管区内の相談支援事業所からの相談に応じ、専門的な
指導、助言を行うほか、支援が困難なケースに対しては協働して支援にあたります。
定期的に事例検討会や研修会を開催し、地域の相談員の人材育成の支援を行います。
児童や高齢など障害福祉分野以外の支援者の皆さんとの連携強化にも取組みます。
（３）地域移行・地域定着の促進の取組
病院や施設などで長年暮らしている方たちがグループホームや一人暮らし、家族と
の生活を始めることを支援します。また、その方たちの生活が安定して継続できるよ
うに支援します。
（４）地域自立支援協議会の運営
障害者が住みなれた地域でその人らしく暮らしていけるような体制作りのための定
期的な協議の場である地域自立支援協議会の運営を行います。
（５）権利擁護・虐待の防止
成年後見制度の利用支援や障害があるご本人の意思決定支援などを行います。また、
虐待に至らないように、必要な福祉サービスの導入やご家族への支援を行います。
（６）障害者相談支援に関する各種情報の収集、集約、発信
地域の相談員が業務に活用できるよう地域における様々な支援機関の情報の収集、
集約、発信を行います。



千葉市基幹相談支援センターネットワーク

中央区障害者基幹相談支援センター
住所：千葉市中央区市場町2-15渡辺ビル201
電話：043-445-7733
FAX：043-445-7785
Eﾒｰﾙ：chuo-kikan@cckikan.or.jp
交通案内：JR「本千葉」駅より徒歩6分、千葉都
市モノレール「県庁前」駅より徒歩5分

花見川区障害者基幹相談支援センター
住所：千葉市花見川区畑町591-17
電話：043-239-6427
FAX：043-239-6428
Eﾒｰﾙ：hanamigawa-
kikan@seishinkai.or.jp
交通案内：京成バス「畑町東」バス停より徒歩2分

稲毛区障害者基幹相談支援センター
住所：千葉市稲毛区作草部2-4-6
電話：043-254-0671
FAX：043-290-6530
Eﾒｰﾙ:inage-kikan@houjin-chibacity-
ikuseikai.jp
交通案内：千葉都市モノレール「作草部」駅より
徒歩2分、千葉シティバス・千葉内陸バス「作草
部駅」バス停より徒歩2分

若葉区障害者基幹相談支援センター
住所：千葉市若葉区大宮町2112-8
電話：043-312-2853 FAX ：043-265-
5405
Eﾒｰﾙ：wakaba-
kikan@wakabaizuminosato.or.jp
交通案内：千葉中央バス「大宮市民の森」バス停
より徒歩１分、千葉中央バス「東山科入口」バス停
より徒歩3分

緑区障害者基幹相談支援センター
住所：千葉市緑区土気町1634土気市民セン
ター2階
電話：043-310-5532
FAX：043-310-7666
Eﾒｰﾙ：midori-kikan@nakanogakuen.jp
交通案内：JR「土気」駅北口より徒歩2分

美浜区障害者基幹相談支援センター
住所：千葉市美浜区真砂2-3-1
電話：043-304-5454
FAX：043-304-6322
Eﾒｰﾙ：mihama-kikan@shunyoukai.or.jp
交通案内：千葉海浜交通バス「東京歯科大正門
前」又は「真砂中央公園」又は「2丁目23街区」バ
ス停より徒歩5分 7



千葉市の障害福祉資源 令和４年6月現在
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• 基幹相談支援センター 6か所（各区1カ所）

• 地域生活支援拠点 登録事は3４事業所 コーディネーター各区1名

• 計画相談 6８か所

• ヘルパーステーション 184か所

• 療養介護 3か所（千葉東病院、桜木園、愛育園）

• 生活介護 62か所

• 短期入所 47か所

• 施設入所 13か所

• グループホーム 62か所

• 就労移行支援事業所 30か所

• 就労継続支援事業所 81か所

• 就労定着支援 17か所

• 自立生活援助 5か所



千葉市自立支援協議会の概要
（令和4年度～）

千葉市自立支援協議会全体会

美浜区地域部会

運営事務局会議（年6回）
医療的
ケア児
等部会
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緑区地域部会

中央区
基幹

花見川区
基幹

稲毛区
基幹

若葉区
基幹

緑区
基幹

美浜区
基幹

地域部会

千葉市基幹相談支援ネットワーク

医療的ケア・身体障害の方等の居場所等の課題 （医療的ケ
ア児等専門部会の運営）重

点
課
題

知的・発達の重い方等の居場所等の課題（地域生活支援拠点
コーディネーター等で運営）

地域部会地域部会 地域部会 地域部会 地域部会
意見交換会
隔月で6区合同

専門部会



2． 障害福祉の説明 ダイジェスト版
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国際障害者年の理念の広がりと地域福祉
■国際的な動向

1971（昭和46）年 知的障害者の権利宣言
1975（昭和50）年 障害者の権利宣言
1981（昭和56）年 国際障害者年
1982（昭和57）年 障害者に関する世界行動計画
1983～1992（昭和58～平成4）年 国連・障害者の十年
2006（平成18）年 障害者の権利に関する条約 国連で採択 →H26.1日本で批准

入所施設への収容政策

脱施設化 施設から地域へ

ノーマライ
ゼーション
理念の浸透
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精神薄弱者福祉法（1960・昭和35年
現知的障害者福祉法）に精神薄弱者援
護施設が規定されたことをきっかけに施設
中心の施策になります。

それに伴い，軽度障害者を対象とした更
生（リハビリテーション）から始まり，
1960 年代には重度障害児・者へと広が
りました。

障害があっても地域で生活する「ノーマライ
ゼーション志向」が広まったのは「国際障害
者年」（1981・昭和 56 年），
地域移行が進められるのは 1990年代に
入ってからです。

【障害者施策の流れ・・・在宅→施設→在宅】



社会福祉基礎構造改革以降の障害者福祉の展開
1997～2000（平成9～12）年 社会福祉基礎構造改革
2003（平成15）年 支援費制度
2005（平成17）年 障害者自立支援法の公布
2010（平成22）年 障害者自立支援法の改正
2011（平成23）年 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法

律の公布（平成24年10月1日施行）
2011（平成23）年 障害者基本法の改正
2011（平成23）年 障害者自立支援法の改正
2012（平成24）年 障害者総合支援法（障害者自立支援法の改正）（平成25年4月1

日施行）
2014（平成26）年 障害者の権利に関する条約の批准書を国会に提出・日本で発効

社会福祉基礎構造改革

支援費制度

障害者自立支援法

障害者総合支援法

障害者権利条約批准のために
障害者基本法改正、障害者総合支援法改正
障害者差別解消法 2013（平成25）年
障害者雇用促進法 2013（平成25）年 13



障害者基本法の定義

第２条

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）

その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある

者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又

は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。

14



社会的障壁とは？

二 社会的障壁

障害がある者にとつて日常生活又は社会生活

を営む上で障壁となるような社会における事物、

制度、慣行、観念その他一切のものをいう。
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障害者総合支援法における障害者の定義
第四条 この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第四
条に規定する身体障害者、知的障害者福祉法にいう知的障害者
のうち十八歳以上である者及び精神保健及び精神障害者福祉
に関する法律第五条に規定する精神障害者（発達障害者支援
法（平成十六年法律第百六十七号）第二条第二項に規定する
発達障害者を含み、知的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。
以下「精神障害者」という。）のうち十八歳以上である者並びに
治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政
令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程
度である者であって十八歳以上であるものをいう。

身体障害

１８歳以上

知的障害 精神障害 難病等

発達障害

16



リハビリテーションの概念の変化

WHOの定義（1968年）

リハビリテーションとは、医学的、社会的、教育的、職業的手段を
組み合わせ、かつ、相互に調整して、訓練あるいは再訓練すること
によって、障害者の機能的能力を可能な限り最高のレベルに達せ
しめること

● 障害者の失われた身体機能を可能な限り最高レベルまで
回復させる

● 専門家の評価に基づき、訓練あるいは再訓練する

17



18

● 最も適した機能水準はその人自らが決定する
● 専門家はその際必要な援助及び情報提供等を行う
● 人生レベルに踏み込んだもの
● リハビリテーションは、時間を限定したプロセスである

国連「障害者に関する世界行動計画」（1982年）

リハビリテーションとは、身体的、精神的、かつまた社会的に最も
適した機能水準の達成を可能とすることによって、各個人が自ら
の人生を変革していくための手段を提供していくことを目指して、
かつ、時間を限定したプロセスである



障害のある人の自立の概念のテーゼ

「人の助けを借りて15分で衣服を着て仕事に出掛け
られる人間は、自分で衣服を着るのに2時間かかる
ために家にいるほかない人間より自立している。」

1962年、米 カリフォルニア エドワード・ロバーツ

以前の障害者施策は、労働や納税といった市民としての

義務の免除や、就学猶予、施設への入所、ボランティアに
よる介助を受けるなど慈善や温情に基づく援助によって生
活活動を成り立たせていた。

19

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%82%E6%B0%91
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9C%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%83%86%E3%82%A3%E3%82%A2


「就学猶予・免除」から全員就学実現

1979年養護学校が義務教育に

20

人は誰でも発達してい

くという発達保障という
概念が生まれる。

自立と社会参加



ノーマライゼーション

• バンク・ミケルセン（Bank-Mikkelsen )を中心とするデン
マークの初期概念

「社会で日々を過ごす一人の人間として、障害
者の生活状態が、障害のない人の生活状態と同
じであることは、障害者の権利である。障害者
は、可能な限り同じ条件のもとに置かれるべき
であり、そのような状況を実現するための生活
条件の改善が必要である」とする考え方

ノーマライゼーションの父
バンク・ミケルセン

知的障害者の生活を可能な限り通常の生活に近づけるようにす
ること。この定義は、知的障害者の住居、教育、仕事、そして余
暇の条件を通常にすること、そしてそれは、すべての他の人々が
持っている法的権利や人権を、彼らにもたらすことを意味する

北欧で生まれた概念

21



（旧態依然とした施設の改革、子どもの人権擁護を求めた）

「1959年法」の制定：
知的障害者の生活を、できる限り通常の生活状態に近づける

知的障害者の住居、教育、就労、娯楽などの環境を正常化し、
すべての市民と同様の法的・人間的権利を保障する。

１９５２年・・・デンマークで知的障害者親の会が運動を展開

社会省担当官であったミケルセンは、隔離的保護的で劣悪な環境の巨

大施設に収容されている知的障害児者の処遇の実態に心を痛め、1951年
に発足した知的障害者の親の会の活動に共鳴し、そのスローガンが法律
として実現するように尽力した。
彼が推進力となって作られた1959年法は、ノーマライゼーションとい

う言葉が世界で初めて用いられた法律となった。

22



ニーリェ（Nirje,B)らを中心とする
スウェーデンの初期概念

1968年：新スウェーデン法
「すべての知的障害者の日常生活や条件を、社会の通

常の環境や生活の仕方にできる限り近づけることができ
るようにすること」
具体的にはノーマルな社会生活の条件として

① 一日のノーマルなリズム
② 一週間のノーマルなリズム
③ 一年間のノーマルなリズム
④ ライフサイクル
⑤ ノーマルな理解と尊重
⑥ ノーマルな相互作用
⑦ 一般市民と同じ経済条件の適用
⑧ ノーマルな住宅環境の提供

23
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① 起床し、衣服を着、食事し、就寝するといったパターン
や時間を含む1日のリズム

② 週末をウィークデーとは異なるものとして区別するだけ
でなく、異なる環境で家庭生活、仕事、余暇活動を楽しむ
重要性を含む1週間のリズム

③ 休暇への参加を含む1年のリズム
④ 幼児期、青年期、成人期、老年期に通常の期待を経験す
ることを含む、ライフサイクル段階を通しての向上

⑤ 自己決定
⑥ 結婚する権利を含む異性との関係の発達
⑦ 作業所で請け負った仕事に対する支払や公平な賃金を守
るための十分な方法を含む経済的標準

⑧ 「社会にある普通の市民が社会で利用できる施設をモデ
ルにした学校、作業所、グループホーム、入所施設といっ
た物理的施設の基準」に対するニードを含む環境基準

ニーリェが定義した８つの領域



障害の概念（医学モデルから統合モデルへ）

環境因子のうち阻害因子が障害の原因となりうる

25

促進因子 阻害因子

医学モデル

医学モデル
＋

社会モデル
↓

統合モデル



それでも残る心身機能と身体構造の変化に
ついては、どう考えるべきか。

障害のある人の強みをどう生
かしていくか。
（ストレングス視点で考える）

26



体が動かなくても、意思伝達装置をつかっての就労

27



知的に障害があっても、
できることいっぱいあります

28



精神科の病院に30年も入院していても
今や働く人になっています。

29



障害者の実態

30



（在宅・施設別）
障害者総数 ９３６．６万人（人口の約７．４％）

うち在宅 ８８６．０万人（９４．６％） うち入所 ５０．６万人（５．４％）

           身体障害者（児）            知的障害者（児）         精神障害者 

          ４３６．０万人               １０８．２万人           ３９２．４万人 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅身体障害者（児） 

４２８．７万人（９８．３％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅知的

障害者

（児） 

９６．２万人 

（８８．９％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅精神障害者 

３６１．１万人（９２．０％） 

 

 

 

施設入所

知的障害

者（児） 

１２．０万人 

（１１．１％） 

 

 

 

入院精神障害者 

３１．３万人（８．０％） 

施設入所身体障害者（児） ７．３万人（１．７％） 

 

（年齢別）
障害者総数 ９３６．６万人（人口の約７．４％）

うち６５歳未満 ４８％ うち６５歳以上 ５２％

○障害者の総数は936.6万人であり、人口の約7.4％に相当。
○そのうち身体障害者は436.0万人、知的障害者は108.2万人、精神障害者は392.4万人。
○障害者数全体は増加傾向にあり、また、在宅・通所の障害者は増加傾向となっている。

障害者の数

※身体障害者（児） 及び知的障害者（児）数は平成28年（在宅）、平成27年（施設）の調査等、精神障害者数は平成26年の調査による推計。
なお、身体障害者（児）には高齢者施設に入所している身体障害者は含まれていない。

※在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。障害者手帳非所持で、自立支援給付等（精神通院医療
を除く。）を受けている者は19.4万人と推計されるが、障害種別が不明のため、上記には含まれていない。

※複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である。

          身体障害者（児）             知的障害者（児）         精神障害者 

          ４３６．０万人               １０８．２万人           ３９２．４万人 

 

 

 

６５歳未満の者（２６％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
６５歳未満の者 

（８４％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（62％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（７４％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（３８％） 

 

６５歳以上の者

（１６％） 

 

身体436.0万人 知的108.2万人 精神392.4万人 身体436.0万人 知的108.2万人 精神392.4万人

在宅
428.7万人
（98.3％）

施設入所
7.3万人
（1.7％）

在宅
96.2万人
（88.9％）

在宅
361.1万人
（92.0％）

入院
31.3万人
（8.0％）

65歳未満
（26％）

65歳以上
（74％）

65歳未満
（84％）

65歳以上
（16％）

65歳未満
（62％）

65歳以上
（38％）

施設
入所
12.0万
人

（11.1
％）
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就労定着支援 一般就労に移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応するための支援を行う

自立生活援助
一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補うため、定期的な居宅訪問や随時の対応により日常生活における課題
を把握し、必要な支援を行う

共同生活援助 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ、食事の介護、日常生活上の援助を行う

自立訓練（機能訓練） 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の維持、向上のために必要な訓練を行う

自立訓練（生活訓練）
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活能力の維持、向上のために必要な支援、訓練を
行う

就労移行支援 一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う

就労継続支援（A型）
一般企業等での就労が困難な人に、雇用して就労の機会を提供するとともに、能力等の向上のために必要な訓練
を行う

就労継続支援（B型） 一般企業等での就労が困難な人に、就労する機会を提供するとともに、能力等の向上のために必要な訓練を行う

施設入所支援 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

短期入所 自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含めた施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

療養介護
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行
う

生活介護
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機
会を提供する

居宅介護 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

重度訪問介護
重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する者であって常に介
護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援、入院時の支援等を総合的
に行う

同行援護 視覚障害により、移動に著しい困難を有する人が外出する時、必要な情報提供や介護を行う

行動援護 自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援、外出支援を行う

重度障害者等包括支援 介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行う

（注）１.表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。 ２.利用者数及び施設・事業所数は、令和 年 月サービス提供分（国保連データ）者 児

居
住
支
援
系

訪
問
系

日
中
活
動
系

施
設
系

訓
練
系
・
就
労
系

障害福祉サービス等の体系（介護給付・訓練等給付）

介
護
給
付

訓

練

等

給

付

児者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

児

児

児

児

サービス内容 利用者数 施設・事業所数

2 2

184,387

11,499

25,845

11,708

32

55,427

20,799

286,855

127,870

877

130,701

2,341

12,620

33,364

71,623

268,437

10,896

20,469

7,485

5,906

1,799

9

5,042

254

10,957

2,585

194

9,040

174

1,192

3,090

3,832

13,065

1,213

32

昼と夜の事業は別になっている。
GH、施設入所は夜間休日のみのサー
ビス。日中は通所や就労、仕事へ行
くサービス体系になっている。



計画相談支援

【サービス利用支援】
・ サービス申請に係る支給決定前にサービス等利用計画案を作成
・ 支給決定後、事業者等と連絡調整等を行い、サービス等利用計画を作成
【継続利用支援】
・ サービス等の利用状況等の検証（モニタリング）
・ 事業所等と連絡調整、必要に応じて新たな支給決定等に係る申請の勧奨

障害児相談支援

【障害児利用援助】
・ 障害児通所支援の申請に係る給付決定の前に利用計画案を作成
・ 給付決定後、事業者等と連絡調整等を行うとともに利用計画を作成
【継続障害児支援利用援助】

地域移行支援
住居の確保等、地域での生活に移行するための活動に関する相談、各障害福祉サービス事
業所への同行支援等を行う

地域定着支援
常時、連絡体制を確保し障害の特性に起因して生じた緊急事態等における相談、障害福
祉サービス事業所等と連絡調整など、緊急時の各種支援を行う

福祉型障害児入所施設 施設に入所している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与を行う

医療型障害児入所施設
施設に入所又は指定医療機関に入院している障害児に対して、保護、日常生活の指導及
び知識技能の付与並びに治療を行う

居宅訪問型児童発達支援 重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達支援を行う

保育所等訪問支援
保育所、乳児院・児童養護施設等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との集
団生活への適応のための専門的な支援などを行う

児童発達支援
日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの
支援を行う

医療型児童発達支援
日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、 集団生活への適応訓練など
の支援及び治療を行う

放課後等デイサービス
授業の終了後又は休校日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、生活能力向上の
ための必要な訓練、社会との交流促進などの支援を行う

者 児

障
害
児
通
所
系

障
害
児

入
所
系

相
談
支
援
系

障

害

児

支

援

に

係

る

給

付

障害福祉サービス等の体系（障害児支援、相談支援に係る給付）

障
害
児

訪
問
系

※ 障害児支援は、個別に利用の要否を判断（支援区分を認定する仕組みとなっていない）※ 相談支援は、支援区分によらず利用の要否を判断（支援区分を利用要件としていない）

相

談

支

援

に

係

る

給

付

児

者

者

者

児

児

児

児

児

児

児

児

サービス内容 利用者数 施設・事業所数

（注）１.表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。 ２.利用者数及び施設・事業所数は、令和 年 月サービス提供分（国保連データ）22

126,178

230,425

2,084

143

7,765

1,485

1,962

172,519

47,449

746

3,544

7,285

94

14,391

63

901

187

194

8,749

4,846

391

549

児童は児童福祉法の位置づけ。大
人のサービスも使うことも可能。
児童はグレーゾーンの方もサービ
スを使う方の中に入っている。
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①特別支援学校から一般企業への就職が約３２．３％ 就労系障害福祉サービスの利用が約 ３０．２％

② 就労系障害福祉サービスから一般企業への就職は、年々増加し、 平成３０年度は約２．０万人が一般

就労への移行を実現

一般就労への

移行の現状

就職

企 業 等

就 職

就労支援施策の対象となる障害者数／地域の流れ

障害者総数約９６４万人中、１８歳～６４歳の在宅者数約３７７万人
（内訳：身体１０１．３万人、知的 ５８．０万人、精神２１７．２万人）

就労系障害福祉サービス
から一般就労への移行

1,288人/ H15 1.0
2,460人/ H18 1.9 倍
3,293人/ H21 2.6 倍
4,403人/ H22 3.4 倍
5,675人/ H23 4.4 倍
7,717人/ H24 6.0 倍
10,001人/ H25 7.8 倍
10,920人/ H26 8.5 倍
11,928人/ H27 9.3 倍
13,517人/ H28 10.5倍
14,845人/ H29 11.5倍
19,963人/ H30 15.5倍

障害福祉サービス
大
学
・専
修
学
校
へ
の
進
学
等

【出典】社会福祉施設等調査、国保連データ、学校基本調査、障害者雇用状況調査、患者調査、生活のしづらさなどに関する調査 等

・就労移行支援 約 ３．４万人

・就労継続支援Ａ型 約 ７．０万人

・就労継続支援Ｂ型 約２６．０万人

（平成３１年３月）

雇用者数

約５６．１万人

（令和元年６月１日）

＊45.5人以上企業

12,847人/年
（うち就労系障害福祉サービス 6,565人）

7,019人/年703人/年 特別支援学校
卒業生21,764人（平成３１年３月卒）

（平成３０年度）

ハローワークから
の紹介就職件数

１０２，３１８件
※A型：19,502件



障害のある方の福祉との関りの始め

0歳 6歳 18歳 20歳 40歳 65歳
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3歳児検診
療育が必要かも、、、
児童発達支援事業

児童福祉法 障害福祉サービス

介護保険

高校卒業
就職・生活介護・就
労系事業所等への
進路
週5の通いサービ
スが主

小学校入学
放課後ディ
サービス

障害年金受給可能に

第二号被保険者

介護保険へ移行

ケースによって併用可



あるあるプラン
家から日中を就労継続支援B型に通う方のプラン

• 本人が非課税の場合

自己負担額 0円
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放課後等ディサービスを学校の帰りに
利用する方のプラン

• 児童は親の世帯収入で
すが（年収890万円ま
でが）月4600円。
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在宅しながら生活介護事業所に通う方のプラン
グループホームから生活介護に通う方のプラン
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お一人暮らしの右片麻痺の女性の（区分２）が就労を
するというと、こんなケアプランをつくります。

家事援助を利用しない

場合、就労時間を削る

ことになる。

電動車いすを使って、

ヘルパー活用し、障害

者雇用で、電車通勤し、

週30時間の

労働をしている。
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自己負担割合
自己負担があるかたの割合 6.6％（平成25年データ）
区分 世帯の収入状況 負担上限月額

生活保護 生活保護受給世帯 ０円

低所得 市町村民税非課税世帯(注1) ０円

一般１ 市町村民税課税世帯（所得割１６
万円(注2)未満）
※入所施設利用者（２０歳以上）、
グループホーム利用者を除きま
す(注3)。

９，３００円

一般２ 上記以外 ３７，２００円
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種別 世帯の範囲

１８歳以上の障害者
(施設に入所する１８、１９歳を除く)

障害のある方とその配偶者

障害児
(施設に入所する１８，１９歳を含む)

保護者の属する住民基本台帳での世帯



３．介護保険と障害福祉サービスの

違いと適応関係
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参考資料： 厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業
「相談支援専門員及びサービス管理責任者等の専門知識等の向上並びに
高齢化対応を含めた連携促進のための研究」令和元年度 総括・分担研究報告書
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介護保険制度と障害福祉制度

介護保険制度 障害福祉制度

対象者 ・65歳以上の高齢者
・40～64歳で特定疾病（加
齢に伴う疾病）により要介
護・要支援状態となった方

・障害児（18歳未満）
・障害者（18歳以上）

財源 保険料＋税 税

認定 要支援1～2・要介護1～5 障害支援区分1～6

支給限度 要介護度別に支給限度あり 市町村が本人・家族の意向を踏まえ、
状況を勘案し支給量を決定

ケアプラン作成 介護支援専門員（ケアマネ） 相談支援専門員

利用者負担 原則1割負担
（一定所得以上2割・３割）

原則応能負担
（大多数は無料）

実施主体 市町村（保険者） 市町村

目的・理念 国民の共同連帯（保険）
要介護高齢者の尊厳保持、
自立支援
介護、機能訓練、看護等の提
供

共生社会の実現
障害者・児が基本的人権を享有する
個人としての尊厳にふさわしい日常生
活又は社会生活を営むことができるよ
う、必要なサービスを提供



介護保険サービス 法律の目的

第一条（目的）

この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因す
る疾病等により要介護状態となり、入浴、排せつ、食事等
の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他
の医療を要する者等について、これらの者がその有する
能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、
必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付
を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険
制度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事項を
定め、もって国民の保健医療の向上及び福祉の増進を
図ることを目的とする。
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第二条

1.介護保険は、被保険者の要介護状態又は要介護
状態となるおそれがある状態に関し、必要な保
険給付を行うものとする。

2.前項の保険給付は、要介護状態の軽減若しくは
悪化の防止又は要介護状態となることの予防に
資するよう行われるとともに、医療との連携に
十分配慮して行われなければならない。
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介護保険

• （国民の努力及び義務）

• 第四条 国民は、自ら要介護状態となることを予防
するため、加齢に伴って生ずる心身の変化を自覚し
て常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状
態となった場合においても、進んでリハビリテー
ションその他の適切な保健医療サービス及び福祉
サービスを利用することにより、その有する能力の
維持向上に努めるものとする。

• ２ 国民は、共同連帯の理念に基づき、介護保険事
業に要する費用を公平に負担するものとする。
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自助努力と、
共同連帯の理念が
強調されている



国民の共同連帯

『国民年金法』『高齢者医療確保法』『介護保険法』の
3つの法律に使われている言葉。

社会保険の仕組みを用いて相互に助け合うことを意
味している。

国民年金と後期高齢者医療と介護保険の３つには、
国庫（公費）負担が５０％という共通点がある。
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障害福祉サービス 法律の目的

第一条（目的）
この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の
基本的な理念にのっとり、身体障害者福祉法（昭和二十四年法律
第二百八十三号）、知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十
七号）、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五
年法律第百二十三号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十
四号）その他障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障
害者及び障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさ
わしい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害
福祉サービスに係る給付、地域生活支援事業その他の支援を総合
的に行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、
障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心し
て暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。
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障害者総合支援法 基本理念
第一条の二

障害者及び障害児が日常生活又は社会生活を営むための支
援は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人
権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであると
の理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てら
れることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社
会を実現するため、全ての障害者及び障害児が可能な限りその
身近な場所において必要な日常生活又は社会生活を営むため
の支援を受けられることにより社会参加の機会が確保されること
及びどこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、
地域社会において他の人々と共生することを妨げられないこと並
びに障害者及び障害児にとって日常生活又は社会生活を営む
上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その
他一切のものの除去に資することを旨として、総合的かつ計画的
に行わなければならない。
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障害者総合支援法 他の法令による給付等との調整

第七条

自立支援給付は、当該障害の状態につき、介護保険
法（平成九年法律第百二十三号）の規定による介護
給付、健康保険法（大正十一年法律第七十号）の規
定による療養の給付その他の法令に基づく給付又は
事業であって政令で定めるもののう ち自立支援給付
に相当するものを受け、又は利用することができるとき
は政令で定める限度において、当該政令で定める給
付又は事業以外の給付であって国又は地方公共団体
の負担において自立支援給付に相当するものが行わ
れたときはその限度において、行わない。
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障害者総合支援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との
適用関係について



介護保険と障害福祉サービスの理念の違い

• 介護保険サービス

自助努力を大事にしている

自立支援 ←身辺自立に近い考え

• 障害福祉サービス

他の者と平等の権利がある者とし尊重

自立支援 ←社会的自立

（自律支援）
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「自らの人生を自らがコントロールする」
ことを支援するという考え方
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厚生労働省資料
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障害者基本法

第3条 第1条に規定する社会の実現は、全ての障害者が、障害
者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊
厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利
を有することを前提としつつ、次に掲げる事項を旨として図ら
れなければならない。
一 全て障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文
化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されること。
二 全て障害者は、可能な限り、どこで誰と生活するかについ
ての選択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生
することを妨げられないこと。
三 全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む。）その他の意思
疎通のための手段についての選択の機会が確保されるとともに、
情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大
が図られること。
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障害のある方もない方も等しく有
する基本的人権が護られるよう、
その生活を保障することを協調
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支給決定
の考え方

市町村が定める支給決定基準等に
基づき、支給決定
基準と乖離がある（非定型）際は
市町村審査会に意見を求める

介護保険制度で定める支給限度の
範囲内で支給決定



認定基準の違い

• 障害福祉サービスの認定基準と、介護保険の認定基準には視点の違いがある。

自分でできないことが１回でもあれば「できない」とする障害の見方と、
より頻回な状態に基づいて評価する介護保険の見方では、同じ利用者で
も認定結果には違いが出てくる。

56



介護保険は介護の手間に関わる判定
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要介護認定等基準時間
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5年以上

市町村民税
非課税世帯



65歳移行時の課題について

障害者総合支援法の規定（第7条）により、自立支援給付のうち、介護保険法に相
当するサービスを利用できる場合は、原則として介護保険サービスからの給付が優先され
る。しかしながら、この調整規定は以下のような構造的または運用上の課題を抱えている。

① 介護保険サービスを利用する場合、これまで利用していた障害福祉サービス事業
所とは別の介護サービス事業所を利用することとなる場合がある。 全ての介護サー
ビス事業所が障害特性に対する理解や専門性を有しているわけではなく、極端な場
合には主たるニーズである障害特性に配慮がない状態で介護サービスの提供が行わ
れる。
② 介護保険法に相当するサービスの解釈において、自治体ごとの差異があり、心身
の状態がほぼ同様の者であっても、65歳を境として障害福祉サービスの継続利用に
大きな差が生じている場合がある。
③ 障害福祉サービス利用時の負担は原則として応能負担であるが、介護保険サー
ビスは定率負担を原則としている。しかしながら、障害のある者の65歳以前の資産
形成は障害のない者と比較して大きな差がある場合もあり、このためにサービスの
利用抑制を引き起こす可能性がある。
④ 制度移行に伴う負担方法を含む様々な変更についての説明が行われていないこ
とによる利用者の不安が強い場合があり、居宅サービス計画作成時に、介護支援専門
員が対応に追われるといった場合がある。
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高齢・障害の連携について
行政でも「うまくいっている」との回答より、「うまくいっていない」との回答が約３倍となっ
ており、必ずしも市役所内連携が良好とはとらえていない現状が明らかであった。
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図表24 高齢・障害者を支える縦横連携の3層構造
引用元：「相談支援専門員及びサービス管理責任者等の専門知識等の向上並びに
高齢化対応を含めた連携促進のための研究」令和元年度



障害福祉サービスから介護保険サービスに移行
した際の負担軽減事業

対象者
以下のすべての要件を満たす方
（１）65歳に達する日前5年間にわたり介護保険相当障害福
祉サービス（注）の支給決定を受けていたこと
（２）65歳に達する日の前日において、所得区分が市町村
民税非課税者又は「生活保護」に該当し、かつ、本制度申
請時に、市町村民税非課税者又は「生活保護」に該当する
こと
（３）65歳に達する日の前日において障害支援（程度）区
分が２以上であること
（４）65歳に達する日までに介護保険法による保険給付を
うけていないこと

※平成30年4月1日以前にすでに65歳に到達していた方で
あっても、上記要件を満たしていれば対象となる

（注）介護保険相当障害福祉サービス：居宅介護・重度訪
問介護

・生活介護・短期入所
（注）介護予防サービス・総合事業は対象になりません。

63



高齢障害者の介護保険サービスの利用者負担を
軽減します （申請書）

※申請書
千葉市
↓

障害福祉サービス課
↓

利用者向け情報
↓

障害福祉サービス支援各種様式
↓

１－９－２
※償還払い
一旦、利用料をお支払いいただ
きます。
申請から振り込みまでは約2か
月程度か
かります。
※該当するかどうかは各区の高
齢障害支援課に
お問い合わせください。
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今年の千葉市中央区
多職種連携会議は
65歳移行問題を扱う
ことになりました。



ご清聴ありがとうございました
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